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最優秀論文賞

人に見立てたポリエチレン管がバックホ

ウと接触し跳ばされることを実体験。

（写真提供：湯川建設譁）
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１．はじめに
日本に住まうみなさんがこれから長く使

う施設を整備する公共工事の品質確保が重

要であることは言うまでもありません。ま

たその公共工事においてはみなさんからい

ただいた税金をより効率的に使う事も求め

られます。このため国土交通省では、入札

契約の適正化、一般競争入札の導入、コス

ト縮減などにこれまで取り組んできている

ところです。その一方で、ダンピング受注

による公共工事の品質低下や下請業者にお

ける赤字の発生が懸念されています。施工

体制確認型総合評価落札方式の導入など適

切な施工体制が確保できるよう発注者とし

て取り組んできてはおりますが、今後も建

設現場の安全衛生面への影響に注意を払う

必要があることは言うまでもありません。

また、建設工事は、建設現場毎に地形な

どさまざまな施工条件が違うことから、単

品生産であり、同じものは二つとしてあり

ません。このように家電製品などを工場で

大量生産するような作業手順の画一化が可

能な他の産業に比べて建設工事では作業手

順の画一化が難しいことが、業種別死亡災

害発生件数において建設業が未だに最多で

ある大きな要因の一つだと言えるでしょう。

このため、国土交通省では建設工事事故

データを毎年集めて原因分析を行った結果

をもとに、建設工事事故防止対策のための

必要な措置を講じてきたところです。本稿

では建設工事における労働災害の現状と、

平成22年度の事故防止重点対策について

ご紹介します。

２．建設工事における労働災害の現状
平成21年における死亡災害・重大災害

発生状況等については、平成22年５月に

厚生労働省から発表されています。わが国

の労働災害（全産業）は、昭和53年以降

減少傾向が続き、平成21年の死傷者数は

約10万5,700人で、このうち、建設業は、

約２万1,500人となっており、ピーク時の

３分の１以下にまで減少しています（図－
１）。
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国土交通省の建設工事における
事故防止重点対策

国土交通省大臣官房技術調査課
課長補佐　浅古　勝久

図－１　全産業及び建設業の死傷者数（平成５年～平成21年）
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同様に、平成21年の死亡者数は1,075人

で、このうち、建設業は371人であり、減

少傾向ではあるものの、建設業が依然とし

て全産業の約３分の１を占めています

（図－２）。
死亡事故を建設工事の事故分類に着目し

てみると、「墜落」が特に多く、その他

「建設機械等」、「自動車等」、「飛来・落下」

の４要因でその大半（平成20年において

約72％）を占めています（図－３）。
なお、平成21年においては死傷者、死

亡者ともに大幅に減少していますが、リー

マンショックなどの経済活動の停滞も一因

と考えられます。

３．国土交通省の建設工事における事故防
止対策
国土交通省では、公共工事における労働

災害及び公衆災害の重大性に鑑み、「公共

工事の発注における工事安全対策要綱」

（平成４年７月）、「建設工事公衆災害防止

対策要綱」（平成５年１月）をそれぞれ策

定し、平成８年には建設業における事故の

実態を把握するため、「建設事故データベ

ースシステム（SAS）」を構築するととも

に、「土木技術安全施工技術指針」の改定

を随時実施し、建設工事事故に対応するた

め関連する要項・指針などを策定・周知し

てきました。

また、平成12年にはSASの分析を通じ
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図－２　建設業の死亡者数（平成５年～平成21年）

図－３　建設工事における事故分類毎の死亡者数の推移（平成５年～平成20年）
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て、施工者の安全管理推進の支援、必要な

環境整備等を検討するために「建設工事事

故対策検討委員会」を設置しました。本委

員会においては、学識経験者、建設業団体、

現場従事者団体及び国土交通省、厚生労働

省の行政機関等の担当者が、建設事故をど

のように減らしていけばよいかそれぞれの

立場から議論し、データの分析結果及び委

員会の議論の結果をもとに国土交通省にお

いて毎年度「建設工事事故防止のための重

点対策」を定め、発注者及び施工者双方の

立場から建設工事事故防止対策に取り組ん

でいるところです。

４．建設工事事故防止重点対策の概要
平成22年度の建設工事における事故防

止重点対策の概要は表－１のとおりです。

本重点対策は、国土交通省から各地方整備

局へ通達しています。また、国土交通省か

ら各関係業団体に対して協力を依頼してい

ます。建設工事に携わる読者のみなさんに

おいても、さらなる事故防止を図るため、

重点対策へのご協力をお願いします。

（１）交通事故防止重点対策
国土交通省発注の土木工事における交通

事故による死亡事故は、今までの取り組み

の効果もあり平成13年度をピークに減少

傾向となっています。一方、重大災害の原

因のその約８割が自動車の衝突による交通

事故であり、交通事故の影響が特に大きい

ことがわかります。平成22年度もさらな

る交通事故の防止を図るため、以下の取り

組みを行います。

・発注者として国土交通省は、これまでに

収集した事故事例、分析結果及び事故防止

対策の好事例を周知し、各現場条件に適し

た事故防止対策を適切に実施できるように

安全協議会等において働きかけます。

・施工者のみなさんができる取り組みとし

て、現場の状況を十分勘案し、運転者の注

意を喚起する効果的な方法（回転灯や電光

表示板等）と車輌の制動抑止を図る方法を
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Ⅰ　発注者が実施する対策
１．交通事故防止重点対策
２．足場からの墜落事故防止重点対策
３．法面からの墜落事故防止重点対策
４．飛来落下事故防止重点対策
５．工事事故防止に係る広報活動の推進
６．安全活動の評価

Ⅱ　関係業団体が実施する対策
１．交通事故防止重点対策
○運転者の注意喚起、車両の制動抑止
２．重機事故防止重点対策
①ステッカー運動の推進
②重機との接触事故の防止対策の推進
３．足場からの墜落事故防止重点対策
①「手すり先行工法等ガイドライン」による設置
②足場の施工計画の充実、チェックリスト等の活用、経験者による点検、記録の保存
４．法面からの墜落事故防止重点対策
①昇降設備の設置の推進
②法面施工管理技術者の資格取得
③法面工事用仮設設備に関する安全対策
５．飛来落下事故防止重点対策
○チェックリスト等による点検
６．各種事故共通重点対策
①現場管理者、技能者、建設従事者等を対象とした安全教育の推進
②建設業労働安全衛生マネジメントシステム等の導入の推進
③表彰制度の推進
④工事事故防止に係る広報活動の推進
⑤安全活動に係る創意工夫の成果の提出

表－１平成22年度建設工事事故防止のための重点対策
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組み合わせる等により、有効な交通事故対

策の実施をお願いします。

（２）重機事故防止重点対策
重機による事故は、「接触」、「横転」、

「誤動作」が大きな要因で発生します。国

土交通省発注の土木工事における重機事故

による死亡事故は平成13年度以降減少傾

向でしたが、平成20年度において、「誤操

作」に起因する災害が多く発生しました。

このため、原因について今後も注視してい

く必要があります。平成22年度は防止を

図るため、施工者のみなさんができる対策

として、以下の取り組みをお願いします。

１）ステッカー運動の推進
「誘導なしではバックしない」をうたっ

たステッカーを貼付し、安全教育と効果的

に組み合わせ、重機オペレーターの安全意

識を高めるよう、ステッカー運動の推進を

お願いします。

２）重機との接触事故の防止対策の推進
現場の状況を十分に勘案し、重機の接近

を知らせる警報装置を有効に活用する等に

より、重機と作業員との接触事故防止対策

を実施するよう、お願いします。

（３）足場からの墜落事故防止重点対策
足場からの墜落事故防止を図るため、労

働安全を所掌する厚生労働省は平成21年

６月に「労働安全衛生規則（安衛則）」の

一部を改正し施行しました。国土交通省の

土木工事における足場からの墜落事故によ

る死亡事故は近年減少傾向ですが、安衛則

の一部改正を契機に手すり先行工法の設置

状況を調査したところ、一部の手すり先行

工法において不適切な設置・撤去手順が確

認されたことから、適切な手すり先行工法

を徹底し、足場上で作業を行う労働者のみ

なさんの安全を図るため、平成22年度は

以下の対策を実施します。

・発注者である国土交通省として、足場

（足場の機能を有する支保工を含む）の施

工にあたり、「手すり先行工法等に関する

ガイドライン（厚生労働省　平成21年４

月）」によるものとし、足場の組立、解体、

変更の作業時及び使用時には、常時、全て

の作業床において二段手すり及び幅木の機

能を有するものを設置すること、及び必要

な点検を行うことを安全協議会等において

働きかけるとともに、必要に応じその点検

結果の確認等を行います。

・施工者のみなさんができる取り組みとし

て、足場の施工にあたり、「手すり先行工

法等に関するガイドライン」によるものと

し、足場の組立、解体、変更の作業時及び

使用時には、常時、全ての作業床において

二段手すり及び幅木の機能を有するものを

設置するようにお願いします。また、足場

の施工計画の充実を図るよう働きかけると

ともに、足場の組立完了時及び供用中の

日々の安全管理に足場のチェックリスト等

を現場に備え付けて効果的に活用し、十分

な知識と経験を有する者により足場の点検

を行い、その点検記録を保存するようにお

願いします。

（４）法面からの墜落事故防止重点対策
平成21年度における国土交通省の土木工

事においては、死亡事故は発生しておりま

せん。斜面・法面工事用仮設設備［JISA

8972］が平成20年12月に制定されているこ

とから、国土交通省発注の土木工事におい

て調査したところ、すべての建設現場にお

いてJIS規格に準拠した仮設設備の設置が確

認されています。法面からの墜落事故防止

を図るため、平成22年度は以下の対策を

実施します。

・発注者である国土交通省として、大規模

または特殊法面工事においては、必要に応

じてJISA8972による昇降設備、構台等の

設置を推進し、適切に必要な費用を計上し

2010. 7  Vol. 19  No. 4
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ます。

・施工者のみなさんができる取り組みとし

て、親綱の固定箇所・安全帯付け替え箇所

への安全な移動のため、大規模及び特殊法

面工事においては、必要に応じてJISA8972

による昇降設備、構台等を設置し、施工す

ることを推奨し、昇降設備の設置の推進を

お願いします。また、作業計画及び作業の

質の向上を目的として法面施工管理技術者

の資格取得の推奨をお願いします。さらに、

法面工事用の仮設設備を設置する場合、

JISA8972制定の周知をお願いします。

（５）飛来落下事故防止重点対策
建設業労働災害防止協会のとりまとめた

統計資料によれば、建設業の吊荷落下災害

は増加傾向となっています。このため、平

成22年度から改めて飛来落下事故に対す

る対策を以下のとおり実施します。

・建設工事においてチェックリスト等によ

る玉掛け方法、玉掛け用具の点検を図るよ

う、国土交通省は発注者として安全協議会

等において働きかけますので、施工者のみ

なさんはその点検をお願いします。

（６）工事事故防止に係る広報活動の推進
発注者である国土交通省は、建設現場で

請負者が行う工事事故防止の取り組み（事

故ゼロ宣言等）について、看板の設置など

により、現場作業員や周辺住民に周知する

ことを安全協議会等において働きかけま

す。

（７）安全活動の評価
発注者である国土交通省は、請負者から

提出された安全活動の創意工夫の成果を、

引き続き工事成績評定の判断材料の１つと

します。（各種チェックリストの活用等）

（８）各種事故共通重点対策
その他、施工者のみなさんができる対策

として、以下の取り組みをお願いします。

１）現場管理者、技能者、建設従事者等を

対象とした安全教育の推進
①建設従事者に対する安全衛生教育の実施

②技能者等に対する再教育の推進

③現場管理者等に対する教育の推進

２）建設業労働安全衛生マネジメントシス
テム（COHSMS：コスモス）等の導
入の推進

３）表彰制度の推進
４）工事事故防止に係る広報活動の推進
５）安全活動に係る創意工夫の成果の提出

５．おわりに
「災害防止のグランドファーザー（祖父）」

とも呼ばれる米国のハインリッヒが発見し

た労働災害における経験則の一つである

「ハインリッヒの法則」によると、１件の

重大な災害・事故の陰には29件の軽い災

害・事故があり、さらにその陰には300件

の災害・事故には至らなかった「ヒヤリ・

ハッと」があるとされています。つまり、

事故報告として表に出るものは氷山の一角

でしかなく、それまでに数え切れない「不

安全行動」や「不安全状態」があると考え

られます。１件の重大な災害・事故をなく

すためには、常日頃からの適切な安全への

取り組みが必要です。建設現場における悲

惨な事故をなくすためには、「無駄じゃな

いか」や「バカらしい」と思われようが、

地道に確実に取り組むことが大切です。ま

た、建設工事の事故防止のためには、施工

者のみなさんの安全に対する取り組みが何

よりも重要なことは言うまでもありませ

ん。労働安全に取り組む厚生労働省はもち

ろん、発注者として国土交通省もできる限

りの対策を引き続き行っていきますので、

建設工事に携わるみなさん自身が安全のた

めに何をできるか考え、行動するようにお

願いします。

2010. 7  Vol. 19  No. 4
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１．はじめに
近年の厳しい財政状況を反映して、建設

投資額はピーク時（平成４年度）から４割

以上の減少になっています。過当競争の激

化等もあり、建設業の営業利益率も低迷し、

社会資本整備を取り巻く状況には大変厳し

いものがあります。

このような状況の中で、公共工事の発注

者として、工事の入札段階における様々な

取り組みだけでなく、工事施工段階あるい

は清算段階における変更協議についても適

切に行うための取り組みを進めているとこ

ろです。例えば、「設計変更ガイドライン」

の策定や、「設計変更審査会」による変更

協議などの取り組みを行っています。

一方で、変更契約における発注者側の積

算方法についても、新たな取り組みを始め

ました。「総価契約単価合意方式」の導入

であり、本稿では、この内容について説明

します。

２．総価契約単価合意方式の導入背景、目
的
請負代金額の変更があった場合の取り扱

いについては、契約書第24条に基づき、

甲乙協議して定めることとしています。従

来においては、発注者側の契約変更額は、

標準積算基準等に基づく単価（官積算単価）

で算定しているところですが、請負者の技

術的特性等が必ずしも十分に反映されてい

ない額となっている可能性があります。契

約変更協議段階で受発注者の認識が異な

り、協議が難航することもあります。

このため、当初契約後に総価の内訳とし

て、個々の単価を受発注者間で合意してお

くこと（総価契約単価合意方式）により、

請負代金額の変更があった場合の金額の算

定、部分払い金額の算定等の単価等につい

ての協議の円滑化等を図ることにつなげる

ことが目的です。

結果的に、受注者側の適正な利益の確保

につながるとともに、出来高部分払い等と
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総価契約単価合意方式の本格導入について

国土交通省大臣官房技術調査課事業評価
保全企画官　塩井　直彦

導入後現状要素

総価で契約
単価で合意（レベル４を想定）

総価で契約契約方式

受発注者間で合意した単価当初官積算に基づく単価設計変更額算定
に用いる単価

請負企業に技術的特性等が
反映された額

請負企業の技術的特性等が
反映されない額となるおそれ

特 徴

片務性の存在 双務性の向上 

設計変更協議の難航 

生産性阻害要因の排除 適性な利益の確保 

出来高部分払い方式の選択促進 適正なキャッシュフローの確保 
（工事進行基準への対応にも寄与） 

設計変更協議の円滑化 

図－１　総価契約単価合意方式の目的
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組み合わせることにより、キャッシュフロ

ーの改善にもつながるものと考えられます。

単価個別合意方式の実施にあたっては、

請負者から請負代金内訳書（以下「内訳書」

という。）の提出を受け、単価合意の協議

を行った上で、当該請負者と単価合意書を

締結する必要があることから、入札公告等

に総価契約単価合意方式によることとする

旨、明記し周知するとともに、工事請負契

約書第３条に以下のとおり必要な事項を記

入するものとします。

当然のことながら、単価協議・合意は、

総価の内訳として合意しておくものです。

したがって、現行の会計法令の下で行うも

のです。

また、単価合意は、それ自体が契約の内

容を規律するものではなく、あくまで契約

変更のための単価等を受発注者間で合意す

るものです。総価請負契約ということは変

わらず、契約書第１条第３項のいわゆる

「自主施工の原則」を変えるものではあり

ません。

３．対象工事及び実施方法
これら総価契約単価合意方式について、

国土交通省では、高度技術提案型総合評価

方式等において、一部導入してきたところ

ですが、平成22年４月１日以降に入札公告

を行う、河川・道路等の全ての土木工事等

において導入することとしたところです。

実施方法は、２種類あり、基本的には単

価等を個別に合意する方式（単価個別合意

方式）です。

また、分任支出負担行為担当官の発注工

事（３億円未満）においては、請負者の希

望により、当初工事数量総括表に記載の工

種に関する工事については、当初契約時の

予定価格に対する落札価格の比率を乗じた

ものを基礎とする方式（単価包括合意方式）

も可能としています。

４．単価合意書
単価個別合意方式の場合について、単価

合意書のイメージを添付します。この例に

あるとおり、直接工事費に関する部分につ

いては、基本的には、細別（レベル４）毎

にその単価等を合意します。共通仮設費

（率計上分）、現場管理費、一般管理費等に

ついては、その額を合意します。総価の内

訳として合意するため、単価合意前後で総

価は変わりません。

合意にあたっては、発注者側は官積算と

比較することなどにより、その妥当性を確

認します。

５．単価協議・合意の手順
単価協議・合意の手順は以下により行い

ます。
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工事請負契約書（請負代金内訳書、工程表及び単価合意書）
第３条　（略）
２　　　（略）
３ 甲及び乙は、内訳書（詳細設計完了後に行う変更契約内
容に応じた内訳書）の提出後、すみやかに、その内容につ
いて協議し、単価合意書を締結するものとする。
４ 単価合意書（詳細設計完了後に行う変更契約後の単価合
意書）は、この契約書の他の条項において定める場合を除
き、甲及び乙を拘束するものではない。
５ 乙は、請負代金額の変更があった場合には、内訳書を変
更し、○日以内に設計図書に基づいて、甲に提出しなけれ
ばならない。
６ 第３項の規定は、請負代金額の変更後の単価合意の場合
に準用する。その場合において、協議開始の日から○日以
内に協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。

〔注１〕○の部分には、原則として、「14」と記入する。
〔注２〕（ ）内は設計・施工一括発注方式の場合

図－２　単価合意書のイメージ
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６．工事内容が変更された場合の扱い
現場条件の変更等により、当初予定して

いた工事内容とは異なり、当初合意した単

価がそのまま使えない場合があり得ます。

このため、契約書第24条においては以下

のように記載することとしています。

請負代金額の変更方法については、原則

として単価合意書に記載の合意単価等を基

礎として請負代金額を変更することとして

いますが、以下のような場合には、単価合

意書に記載の合意単価等を用いることが不

適当なことがあるので、変更時の価格を基

礎として甲乙協議して定めることとしてい

ます。

①数量の増減が著しく単価合意書の記載事

項に影響があると認められる場合で、特

別な理由がないとき

工事材料等の購入量が大幅に増え材料単

価が安くなる場合や、大型の機械により施

工することで施工単価が安くなる場合な

ど、著しい数量の増減があった場合。

②施工条件が異なる場合で、特別な理由が

ないとき

設計図書と現場条件に相違があった場合

や、発注者から工事目的物の構造や材料規

格について変更を指示した場合など、施工

条件が異なる場合。

③単価合意書に記載のない工種が生じた場

合で、特別な理由がないとき

単価合意書に添付の単価表又は数量総括

表に記載のない項目が生じた場合。

④単価合意書の記載事項によることが不適

当な場合で、特別な理由がないとき

請負者の任意性が強いものとして当初一

式金額で合意した作業土工について、請負

者の責に帰すべきでない作業土工の金額変

更が生ずる場合など、上記①から③に該当

しないが単価合意書に記載の合意単価等を

用いることが不適当な場合。

「特別な理由」とは、請負者の責に帰す

べきものとして変更の対象にならない場合
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工事請負契約書（請負代金額の変更方法等）
第24条　請負代金額の変更については、数量の増減が著しく
単価合意書の記載事項に影響があると認められる場合、施工
条件が異なる場合、単価合意書に記載のない工種が生じた場
合又は単価合意書の記載事項によることが不適当な場合で特
別な理由がないときにあっては、変更時の価格を基礎として
甲乙協議して定め、その他の場合にあっては、単価合意書の
記載事項を基礎として甲乙協議して定める。ただし、協議開
始の日から○日以内に協議が整わない場合には、甲が定め、
乙に通知する。
［注］○の部分には、原則として、「14」と記入する。

請負者 

発注者 

図－３　単価協議・合意の手順
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や、大幅な数量増減や施工条件変更にもか

かわらず単価変動が無い場合などが該当し

ます。なお、特別な理由がないとき」に変

更時の価格を基礎とするので、「特別な理

由があるとき」は「その他の場合」として

単価合意書に記載の合意単価等を基礎とす

ることとなります。

また、甲乙協議とは、これらを踏まえて、

請負代金額の変更部分の総額を協議すると

いうことです。

さらに、これを踏まえて、発注者側の積

算の考え方は以下のとおり考えています。

（ａ）直接工事費及び共通仮設費（積み上

げ分）の変更額の算定

工事請負契約書第24条においては請負

代金変更の際、合意単価以外を用いる４つ

の場合と合意単価を用いる場合を定めてい

ます。これらの場合に用いる積算単価はそ

れぞれ下記のとおりとしています。なお、

単価合意は変更協議等を円滑に行うための

ものであり、契約書18条の考え方につい

ては、従来と変わるものではありません。

【単価合意書記載の単価以外を用いる場合】

①数量の増減が著しく単価合意書記載の単価

に影響があると認められる場合で特別な

理由がないとき

当該細別（レベル４）の比率（官積算単

価に対する合意単価の比率をいう。以下本

項同様）に変更後の条件により算出した官

積算単価を乗じる。

（例）「掘削（土砂）」の内容が、「普通土

30,000ｍ3未満」⇒「30,000ｍ3以上」とな

るなど官積算単価が変更。

②施工条件が異なる場合で特別な理由がな

いとき

・既存の細別（レベル４）の積算条件が変

更された場合は、当該細別（レベル４）の

比率に変更後の条件により算出した官積算

単価を乗じる。

（例）ダンプトラック運搬において、指定

場所の変更により、運搬距離が変更。

（図－４の薄緑のケース）

・既存の工種（レベル２）に、新たな種別

（レベル３）または細別（レベル４）が追

加された場合は、当該工種（レベル２）の

比率に官積算単価を乗じる。

（例）「河川土工」に「盛土補強工」が追加。

（図－４の青のケース）

③単価合意書に記載のない工種が生じた場

合で特別な理由がないとき

・新規に工種（レベル２）が追加された場

合の直接工事費及び共通仮設費（積み上げ

分）については、合意した工事と施工体制

が異なると判断し、標準積算基準により算

出した官積算単価とする。（図－４の赤の

ケース）

ここで新規工種（レベル２）が追加され

た場合とは、工事工種体系の工種の用語上

で同一の用語となる場合を除く。

なお、実施要領単価合意書（単価表）に

記載の「変更時の価格を基礎として協議す

る」とは、新規工種（レベル２）は官積算

単価を使用した上で、請負代金額の変更部

分の総額を協議するということである。

④単価合意書記載の単価によることが不適

当な場合で特別な理由がないとき

上記①または②に該当しないが、合意単

価によることが不適当な場合は、当該細別

（レベル４）の比率に変更後の条件により

算出した官積算単価を乗じる。ただし、当

該単価が細別（レベル４）ではなく、工種

（レベル２）または種別（レベル３）のも

のである場合は、当該工種（レベル２）の

比率に変更後の条件により算出した官積算

単価を乗じる。

（例）「作業土工」（一式）において、目的

物の形状変更に伴い数量が増減変更。

2010. 7  Vol. 19  No. 4
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【単価合意書記載の単価を用いる場合】

上記①～④以外の場合は、合意単価を用

いる。

（例）①～④に該当しない数量増減変更

以下に、発注者側の単価の変更方法につ

いて、簡単なイメージ図を添付します。

７．最後に
総価契約単価合意方式の導入にあたって

は、そもそも、当初の工事の契約内容は何

なのか、言い換えると、どこまでが当初工

事に含まれているのかを、より明確に示す

必要があります。

国土交通省では、平成３年度より、「新土

木工事積算大系」の整備に取り組んできま

した。これは、積算の内容を受発注者間で

わかりやすくし、誰が積算しても同じよう

な積算、数量総括表になること、さらには

仕様書等の契約書類も統一し、工事目的物

が明確に理解できるものにすることです。

今回の総価契約単価合意方式は、この積

算大系をベースに、例えば工事内容が変更

された場合に、その単価をどのように活用

するかも、この大系の柱である積算体系に

より判断することとしています。

さらに、条件明示の一層の推進もあわせ、

工事内容の明確化に努める必要がありま

す。 総価契約単価合意方式の取り組みが、

受発注者間の適切な変更契約や部分払いの

円滑化につながるとともに、引いては受発

注者間で良きパートナーシップのもと、よ

りよい社会資本の整備につながることを期

待しています。
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（変更）運搬距離が変更 
（運搬距離Ｌ＝５km→10km） 

→官積算×官積算単価と合意単価 
（レベル４の比率） 

（追加）官積算 

（追加）官積算 

（追加）官積算×官積算単価 
と合意単価（レベル２）の比率 

【イメージ（築堤・護岸工事における直接工事費の例）】 

築堤・護岸 河川土工 盛土工 

盛土補強工 

盛土（土砂） 

地盤改良工 表層安定処理工 サンドマット 

安定処理 

盛土（土砂） 

安定シート 

当初 
契約 

変更 
契約 

レベル１ 
工事区分 

レベル２ 
工　　種 

レベル３ 
種　　別 

レベル４ 
細　　別 

（契約条件の変更） 

（新規工種） 

（既存の工種 
に追加） 

凡例 

（緑） 

（薄緑） 

（青） 

（赤） 

（ｂ）共通仮設費（率分）、現場管理費、一般管理費等の変更額の算定
間接労務費、工場管理費、共通仮設費（率分）、共通仮設費（イメージアップ経費）、現場管理費、技術者間

接費、機器管理費、据付間接費、設計技術費、一般管理費等などの率計算により算出する項目については、
（ａ）の単価を基礎として算出した積算基準書で定める対象額に、変更前の対象額に対する合意金額の比率、
積算基準書の率式を利用した変更前後の低減割合を乗じて算出することとします。

図－４　単価変更の考え方のイメージ
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パラダイムとは其の時点で社会的に確立
した概念をいう。わが国における「安全」

の現今までのパラダイムとは、おおよそ次

のようにいえる。

パラダイム現在；（人に依存する確率安全）

・ヒューマンエラーが主たる災害の原因
・機器設備は故障させない
・危険でなければ安全（危険検出型技術）
・全て確率的対応で受け入れられる
・対策は結果への是正が妥当で効率的
・許容リスクは組織保存範囲で決める
・責任を明確にする
しかし繰り返される災害の事例は、この

パラダイムに無理・矛盾があり、抜本的な

変換の必要性があることを示す。

パラダイム変換：（人に依存しない
確定安全）
Ⅰ：人は誤る（ヒューマンファクター）
欧米でのコモンセンスとして、「人は誤

る、神が許す（To ERR is Human,to

forgive divine）」とあるように、人はエラ

ーをするのが本質的な性質であり、むしろ

これを「ヒューマンファクター」ととり、
「ヒューマンエラー」は災害の本質的原因

ではないと考えるべきである。

１．ヒューマンエラーとはなにか？
①わが国においての労働災害の原因として

最終的に結論付けられることで「ヒューマ

ンエラー」ほど汎用的に使われているもの

は他には無い。ここで使われている「ヒュ

ーマンエラー」は、いわゆる人の誤った行

為を過失として、起こった災害の主たる原

因とするものである。

②「過失」とは明示された注意義務が存在

することが必要である。従って「人」の作

業・行動をヒューマンエラーとしてその

「過失」を問題にする為には、「人」が要求

された作業・使用に関して当然それらが安

全にできるような注意義務を洩れなく盛り

込んだ安全な「作業マニュアル」等が用意

されていなければならない。翻って発生し

た災害の原因として挙げられるものに、

「マニュアルが整備されてなかった」ある

いは「マニュアルが用意されてなかった」

というのが驚くほど多い。起こった災害が、

結果の分析で明らかに「マニュアルが不備」

であったと言うのならば、そもそも「人の

過失」というものは存在せず、従って「ヒ

ューマンエラー」という原因は有得ない。

それらは「ヒューマンファクター」を考慮

しない、「不安全な作業マニュアル」であ

って、そのような「不安全状態」で「人」

に作業を命じた組織の管理責任である。

２．ヒューマンファクターの考慮と根本的
原因の存在の追究
災害の起こった直前の行動として、必然

的に其の作業員によってなされている誤っ

た行為、いわゆる「不安全行動」は「直前

の原因」では有るかもしれないが、決して

根本原因ではなく、多くの場合に不安全行

動をとる理由が存在する。ヒューマンファ
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安全のパラダイム変換安全の

はなし①

AMHEAラボ代表
BSCセーフティーディプロマ
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クターを考慮し、人は誤るというパラダイ

ム原則に則って、安易に不安全行動を主因

とせず、そのとき「その人」はなぜそのよ

うな行動をしたか、した方が良いあるいは

せざるを得ないと判断したか、またそもそ

もなぜできたか、といった潜在する本質的

な原因を追究することが極めて重要であ

る。それにより、災害防止に永続的に有効

な手段が選択出来る。このパラダイムはリ

スクアセスメントの根本的要諦であり、確

実に考慮されなければならない。

Ⅱ：機器設備はいつかは故障する
どのようにメンテを行っても機器設備は

いずれ確率的に故障する。故障しても安全

を確保する論理が必要である。

機器・設備の安全確保に対してのパラダ

イム変換である。機器設備はそもそも設計

上で、安全に使用・作業できるものである

べきである。「人は誤る」というパラダイ

ムを踏まえて「安全に機能しない」機器設

備は既に其の段階で「人」の作業に供して

はならない。さらに保守点検上の安全性確

保のために可能な限り、「故障させない」

様に設計・製作・維持管理されてはいて

も、機械、機器、設備は「いつかは（必ず）

故障する」という新しいパラダイムを取り

入れ、その時に作業者の安全を確保しなけ

ればならない。

Ⅲ：危険でなくても安全とは限らない
安全、危険の間には不安という領域がある。

「人は誤り、機器設備は故障する」論理に対応

し、全ての領域での安全状態を創り出し、災

害を起こさせないための安全確認型の論理的

安全構築技術が必要である。

１．安全―不安―危険の関係
これまでのパラダイムでは「危険」の反

対の概念として「安全」と理解されてきた。

それ故、「危険」を管理すれば「安全」

を確保できると言う概念が定着し、これま

で「安全管理」はむしろ「危険管理」と同

一視されてきたとも言える。しかし多くの

災害が起こっているという事実は、「危険」

でなければ「安全」とは言い切れない事を

示している。これを説明するために、「安

全」と「危険」の２つの領域の間には「不安」

と言う領域が存在するという新しいパラダ

イム論理を良く考慮しなければならない。

これらの３つの領域の関係を図－１に示す。

２．「安全」とは何か？
国際規格等によれば、安全とは「受け入

れられないリスクから解放されている状

態」とされる。「受け入れられないリスク」

についての吟味が当然必要となる。

３．「不安」とは何か？
「危険がないこと」と「安全であること」

は同じことでは無い。我々の経験は、危険

を感じないといっても必ずしもそれで「安

全である」とは言い切れないことを教えて

いる。いわゆる何となく「不安」である状

態がそれである。安全の定義に照らせば、

「受け入れられないリスク」が存在してい

る状態となる。むしろ我々の身の回りには

この状態の方が多く「不安が一杯」である。

通常この状態の中に、「危険源」（ハザード）

が潜在し、その結果として不安な状態とな

っている。リスクアセスメントはまさにこ

の領域をアセスメントすることが基本的な

目的といえる。

４．「危険」とはなにか？
一般的な危険（状態）で、漠然とした状

態を示す。通常この状態の中に、顕在化し
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た「危険源」があり、その結果として危険

な状態と認識されている。作業現場におい

ては既に起こった災害事象や誰が考えても

危険な状況といったことで、いわば「明ら

かな危険」と理解している。このような危

険は安全管理の当然の義務としてその対応

を求められており、法的対応も定められて

いることが多い。

５．安全を創りだす論理と技術
安全の確保には、「受け入れられないリ

スク」をなくすこと、言い換えれば、「危

険でない」ことは当然として、さらに「不

安でない」という検証、つまり安全状態の

創出と其の継続的保持が必須である。この

安全確保の構築の論理が「安全確認型論理」

である。この安全を創りだし、継続する安

全確認型論理構成は、

①創出された安全状態を確実に検知・出力

し、運転・作業を許可する

②検知された安全状態を継続的に出力する

③安全検知・出力機能の不全は必ず安全側

故障になり、運転・作業を停止する

④その結果、確実な安全確保が保証される

これに対して、危険検出型技術論理構成

は、

①危険状態を検知しなければ安全と見做し

て運転・作業を許可する

②検知された危険状態を出力する

③危険検知・出力機能の不全は安全と見做

した状態の継続となり、危険側故障にな

り、運転・作業は停止しない

④その結果、危険な状態を継続し、安全は

確保されない

安全確認型及び危険検出型の論理におい

て、安全と危険をそれぞれ、「有」（１）、

「無」（０）の２値論理で捉えて、それらの

安全論理を解りやすく理解できる。

現在までのパラダイムでは「危険でなけ

れば安全」としているため、「危険と検

知・認識されない」危険検出型論理による

場合で、「安全」とは限らないにも拘らず、

「安全」として取り扱われ、結果として災

害に繋がることになる。「安全を創り、確

認し続ける」という新しいパラダイムに考

え方を変換し、それに基づいた論理・技術

により、安全を可能な限り確定的に構築し

直して行く必要がある。この為には、適切

なリスクアセスメントに基づき、起こりう

るリスクのレベルに適切に対応するべきで

ある。特に人命・組織の存亡に関わる重大

な災害のリスクの検証と対策においてはこ

のことが極めて重要である。

Ⅳ：確定的対応と確率的対応の適切な適用
安全には確定対応領域と確率対応領域が

ある。社会的、人道的に許されず、企業に

とって命取りとなる取り返しのつかない災

害事例の枚挙にいとまはない。起こる確率

に関わらず、安全を確定させるべき領域が

あるという事を再度良く熟慮すべきである。

１．安全―不安―危険の不連続関係
①安全―不安―危険の領域

図－１における、「安全」、「危険」、「不

安」の３者の表現についてここでよく吟味

しておきたい。これらの中で１、０の２者

と１～０とは本質的に全くその意味が異な

るにも拘らず、それが良く理解されず、そ

の結果として、リスクの把握、見積り、評

価及び、特に対策で大きな誤解を定着させ

て来ており、結果として組織の災害対策の

有効性をおおいに損なっている。

②１、０と１～０は本質的に異なる

これまでは１～０は通常、１から０の全

てとしていると思われる。つまり、限りな

く突き詰めていけば、そのまま連続して１

および０に等しくなると思われている。数

式で表せば、０≦ｘ≦１と表現される。し

かし、ここでの「～から」は「～を越えて、
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～を超えず」と言う意味であり、決してそ

のまま連続して１および０に等しくはなら

ない。０<ｘ<１と表現される。この不連

続性を正しく認識する必要がある。

③１、０は確定領域、１～０は確率領域

このように２つの領域がどこまで行って

も、本質的に異なるものであることを明確

に認識すれば、その当然の帰結として、両

者の取り扱いを区分したほうが良いと考え

るのが自然である。つまり、１、０を確定

領域として、そこでは確定的な対応により

安全を可能な限り確定的に確保することが

求められること、及び１～０は確率領域と

して、そこでのリスクに適切に応じて、確

率的な対応でも可能とすることが論理的に

導かれる。

２．確定安全の意味と必要性
「安全」とは「受け入れられないリスク

の無い状態」であった。ここから更に一歩

進めて「あらゆるリスクがなく、確定的に

安全が確保された状態」を「確定安全」と

定義できる。ここでは、安全が有（１）と

は、リスクが無（０）となる状態、つまり、

リスクがゼロであることを示す。このよう

な「確定安全」はなぜ必要であろうか。そ

のキーワードは起こる確率に無関係に災害

の結果の「回復不可能性」に尽きる。人の

死亡、重度災害、大規模災害、組織の致命

的な損害といった「回復不可能な状態」は、

起こってしまえばどのような理由があって

も社会的に許されることは殆どなく、組織

として甚大なダメージを蒙るので、確定的

に回避することが求められる。

３．確率安全の適用の客観性
確率安全においては当然そのリスク事象

の発生すると思われる確率を見積もる。確

率の見積りには大きく分類して、主観的確

率と客観的確率がある。客観的確率データ

が殆ど無いような場合には、通常主観的確

率データを用いることが多い。但し主観的

確率は文字通り、判断する人の主観によっ

てその値が変りやすく、特に自己の利害得

失に関係する場合その不確実さを顕著に増

すことは大方が納得することであり、それ

もまたヒューマンファクターと言える。こ

の意味で主観的確率の限界を明確に認識

し、その弊害を可能な限り是正し、客観性

を持たせる為の知恵と工夫が必要である。

Ⅴ：対策は本質的原因への予防が肝要
危険源と其れへの暴露行為というリスク

のたった２つの本質的原因要素の体系的・

論理的アセスメントによる把握と、それら

を可能な限り消滅・回避する本質的予防対

応が効率的で肝要である。

リスクアセスメントの結果に対して、安

全対策は「膨張政策」でなく、「縮小政策」

を原則とする。つまり、本質安全対策とし

て、まず優先して、危険源／暴露（危険作

業）を本質的に消滅・回避し、それらのリ

スクを消滅・回避する。その次に、安全防

護対策として、消滅・回避できないとした

リスクの顕在化時の防護対策を行う。ここ

で重要なことは、リスク対策において、何

を原因とし、その対策としたかが明確であ

る、つまり、危険源／暴露（危険作業）と

安全防護対策は正確に対応している、いわ

ゆる、的を射た対策でなければならない。

本質安全対策と安全防護対策の決定的な相

違は、

１．本質安全対策はリスクの原因に対し

て打つ予防措置である。

２．安全防護対策はリスクの結果に対し

て打つ活性化及び／又は再発の防止措

置である。

よって両者は根本的に異なる行為である

こと、および対策はまず予防措置を優先す

べきであることを明確に認識する必要があ
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る。

Ⅵ：許容リスクの罠に惑わされない
企業の自己保存判断を過度に優先せず、

社会的要請を踏まえて、許容リスクレベル

の概念の要求を注意深く吟味しマネジメン

トするべきである。単なる許容リスク値と

しての数値の罠に惑わされず、その内包す

る意味を熟慮する。

・許容リスクはリスクの２つの要素に対

して、体系的、論理的に定める。

・災害の重大性と起こりうる可能性は等

価ではないので許容リスクを一様に捉

えてはならない。回復不可能な災害で

ある確定リスクに対しては特に慎重に

吟味対応する。

・許容するのは、社会であって、自己組

織ではない。

どのような事態に対しても、明確にその

設定と選択の合理性が社会的に弁証できる

ものであることが求められる。

Ⅶ：安全遂行権限を明確にする
責任主体では出来にくい本質的原因対応

を行うためには、安全管理者においての実

行権限の明確化と組織全体層での弁証責任

（アカウンタビリティー）の確立が必須であ

る。

「 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ ー 」

（Accountability）はあらゆるマネジメン

トにおいての根幹的要素である。

１．一般的に「説明責任」とされることが

多い。しかし、「説明責任」は甚だ軽く、

便宜的に捉えられる傾向があり、「説明

すればよい責任」といった風に使われや

すい。「説明」はアカウンタビリティー

の一つの側面でしかない。

２．アカウンタビリティーとは、個々の明

示された実行責任を果たした事実を、ど

のようにでも、文書、記録で証明でき、

自己存在の正当性を弁証できる状態にあ

ることである。従って、「弁証責任」の

方がより的確にアカウンタビリティーの

特質を示している。

３．この弁証責任の説明と、責任は権限と

能力を要求するというマネジメント理論

によれば、アカウンタビリティーの要件

として、「実行する責任」、「果たすため

の権限」、「果たすための能力」、「証明す

るための文書、記録」があることが容易

に推論できる。

よって、アカウンタブルであるためには

組織階層の全てのレベルにおいて、

①個々の責任が明確に定められている

②その責任を実行できる確実な権限が与

えられている。特に推進権限と停止権

限の関係を明確にしている

③必要な組織のリソースと個々の能力が

確保されている

④あらゆる形態の否定要素の入らない、

事実に基づく実行の報告/記録システ

ムが確立している

このアカウンタビリティーを構成する４

つの要件の相互関係を「アカウンタビリテ

ィーの２Ｒ２Ａ」といい、図－２に示す。

これまで述べたように、現在のパラダイム

を変換し、人に依存せず、論理と其の具現

化技術を基に、社会的に弁証できる安全マ

ネジメントを構築するという新しい安全の

パラダイムを共有できる社会が望まれる。
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１．会　議
盧 総　会
通常総会
平成21年５月25日豺 ホテルルポール麹町
・第１号議案　平成20年度事業報告及び収支決算に関する件
・第２号議案　平成21年度事業計画及び収支予算に関する件
・第３号議案　一部理事の交替に関する件
・第４号議案　継続的専門能力啓発システム基金規程の一

部改正に関する件
盪 理事会
通常理事会
平成21年５月25日豺 ホテルルポール麹町
・第１号議案　平成20年度事業報告及び収支決算に関する件
・第２号議案　平成21年度事業計画及び収支予算に関する件
・第３号議案　一部理事の交替に関する件
・第４号議案　継続的専門能力啓発システム基金規程の一

部改正に関する件
臨時理事会
平成21年11月27日貊 東海大学校友会館
・第１号議案　提案書の提出に関する件
通常理事会
平成22年３月27日貊 アルカディア市ヶ谷
・第１号議案　平成22年度暫定予算に関する件
・第２号議案　平成22年度事業計画に関する件
・第３号議案　平成21年度表彰事業に関する件
・第４号議案　会費の減額に関する件

蘯 技術論文等表彰式
平成21年５月25日豺 ホテルルポール麹町
・「表彰規程」に基づく表彰式
・技術論文表彰式
・感謝状贈呈式

盻 事務局長会議
平成21年６月23日貂 マツダホール
・技士会活動の今後の運営について
・公益法人改革について

眈 実務担当者会議
平成21年12月14日豺 東京国際フォーラム
・全般の業務について
・CPDSについて

２．委員会
盧 企画運営委員会
平成21年５月18日豺 東京ステーションコンファレンス
・平成20年度事業報告及び収支決算について
・平成21年度事業計画及び収支予算について
・一部理事の交替について
・土木施工管理技士会の活動・財務の当面の運営について
・継続的専門能力啓発システム基金規程の一部改正について
平成21年11月５日貅 スペースTOKU
・国土交通省との意見交換会について
・公益法人改革の検討・剰余金の処理について
平成22年３月17日貉 東京ステーションコンファレンス
・平成22年度暫定予算について
・平成22年度事業計画について
・平成21年度表彰事業について
・会費の減額について

盪 技術委員会並びに土木施工管理／CPDS評議会
平成22年２月３日貉 アルカディア市ヶ谷
・CPDSの現状と課題

蘯 編集・講習委員会
平成22年２月３日貉 アルカディア市ヶ谷
・技士会連合会図書改訂計画について
・図書新刊・廃刊について
・JCMセミナーについて
・監理技術者講習について

盻 会誌「JCMマンスリーレポート」編集委員会
平成21年６月18日貅 アルカディア市ヶ谷

平成21年10月８日貅 アルカディア市ヶ谷
平成22年２月16日貂 アルカディア市ヶ谷
眈 技術論文審査委員会
平成22年４月８日貅 日比谷松本楼
平成22年５月12日貉 日比谷松本楼
平成22年５月14日貊 日比谷松本楼
眇 企画運営委員会臨時幹事会
平成21年10月13日貂 アルカディア市ヶ谷
・公益法人改革について
・今後の運営について
・CPDSについて

眄 他法人の設置する委員会への参加
①　建設工事事故対策検討委員会　譛国土技術研究センター
主催
委　員　　猪熊　明（本会 専務理事）
②　継続教育実施委員会　譖土木学会主催
委　員　　猪熊　明（本会 専務理事）
③　建設系CPD協議会　建設系CPD協議会主催
委　員　　猪熊　明（本会 専務理事）

３．会員状況（平成22年３月31日現在）
・正会員 49技士会
・正会員に所属する土木施工管理技士 92,531人

（前年同期　82,608人）

４．CPDS（継続学習制度）事業
・CPDS管理システムの運営
・CPDS加入者登録（平成22年１月現在加入者数112,182人）
・CPDS技術者証の発行、プログラム認定、履歴登録、履歴
証明書の発行
・CPDS評議会の運営
・Web‐CPDS自宅学習システムの運営

連合会だより

平成21年度　事業報告

CPDS加入者数

公共工事の技術評価項目に採用している行政機関
（2010年４月現在JCM調査による）

行政機関種類

北海道開発局　東北地方整備局　関東地方整備局　北
陸地方整備局　中部地方整備局　近畿地方整備局　中
国地方整備局　四国地方整備局　九州地方整備局　沖
縄総合事務局
北海道　青森県　宮城県　秋田県　千葉県　新潟県　
福井県　山梨県　長野県　岐阜県　静岡県　愛知県　
滋賀県　大阪府　兵庫県　和歌山県　鳥取県　島根県
岡山県　広島県　山口県　徳島県　香川県　愛媛県　
高知県　福岡県　佐賀県　熊本県　大分県　鹿児島県
沖縄県
さいたま市　千葉市　金沢市　小松市　静岡市　広島
市　福山市　東広島市　宇部市　高知市

総合評価の
入札での配
置予定技術
者評価で取
得ユニット
に応じて加
点

兵庫県　島根県　広島県　山口県　徳島県　愛媛県　
高知県　佐賀県　長崎県　熊本県　宮崎県　鹿児島県
松江市　広島市　呉市　庄原市　東広島市　安芸高田
市　江田島市

入札参加資格審
査で取得ユニッ
トに応じて主観
点数に加点

※アンダーラインは４月から
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５．講習の実施
盧 監理技術者講習（連合会主催講習）
・開催技士会数：18（20年度：17）
・開催地 受講者数
北海道 21回 1,247名
青　森 ２回 114名
水　戸 ２回 74名
東　京 ４回（連合会） 259名
山　梨 ６回 277名
新　潟 ２回 62名
富　山 ２回 138名
福　井 ２回 96名
愛　知 １回 128名
京　都 １回 32名
鳥　取 ３回 430名
広　島 ４回 562名
山　口 ２回 284名
徳　島 ２回 102名
香　川 ４回 389名
愛　媛 ５回 331名
高　知 ５回 456名
福　岡 ２回 151名
宮　崎 ４回 302名

74回 5,354名

６．表　彰
盧 正会員　表彰
（表彰規程第２条－基準１のイ～ホ） ４技士会
盪 技士会の会長　表彰
（表彰規程第３条－基準２の盪のイ） １名
蘯 技士会の役員　表彰
（表彰規程第３条－基準２の盪のロ） 56名
盻 技士会の職員　表彰
（表彰規程第３条－基準２の盪のハ） 20名
眈 優良工事従事技術者　表彰
（表彰規程第４条第２項） 93名
眇 特別の功労者　表彰
（表彰規程第５条） １名

７．国土交通省との意見交換会
盧 連合会と国土交通省との意見交換会
平成21年11月27日貊 「平成21年度国土交通省に対する提
案事項」
・技士の技術力・社会的地位の向上
・施工管理技術の発展
・施工管理の合理化・信頼性の向上

盪 ブロック別　意見交換会等の実施

８．会誌「JCMマンスリーレポート」の発行、ホームページの
維持・強化
・マンスリー発行部数　月平均 66,000部
・内　訳　会員への配布部数 65,000部

その他配布部数 1,000部
・発行月　平成20年５月～平成21年３月 年６回
・内　訳　Ｂ５判平均20～28頁隔月（５、７、９、11、１、

３月）

９．テキスト・技術論文集及び技術図書の作成・改訂及び提
供・販売
・第14回土木施工管理技術論文報告集 3,500部
・技術図書販売部数　収支計算書（特別会計）収入の部

備考　参照

10．第３回土木施工管理技士に関するアンケートの実施
・1,914名の技士の技士会活動や発注者に対する要望などの調査
・結果を報告書に取り纏め、公開した。

11．受託事業
盧 平成21年度建設工事事故情報管理業務
委　託　者　　譛国土技術研究センター

盪 建設系CPD協議会事務局業務
委　託　者　　建設系CPD協議会

12．公益法人改革に対する適切な対処
・公益法人改革に関する情報の収集、適切な対処

主　な　議　題日　程地　方

CPDSの評価、施工効率化平成22年２月16日北 海 道

総合評価、設計変更平成22年２月24日東 北

隔年実施のためなし関 東

設計変更、提出書類平成22年２月22日北 陸

今後の社会基盤整備の在り方平成21年11月26日東 海

提出書類、ワンデイレスポンス平成22年２月23日近 畿

設計変更、総合評価平成21年８月３日中 国

提出書類、施工の効率化平成21年11月19日中 国 ・ 四 国

監理技術者の状況説明、ワンデ
イレスポンスの運用

平成21年４月24日四 国

３者会議の進め方平成21年10月30日九州・沖縄

監理技術者講習受講者数 
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１．土木施工管理技士の技術力の維持及び向上
盧 土木施工管理技士を対象とする研修及び講習会の実施
①　継続学習制度（CPDS）の推進
・CPDSの管理運営（評議会の運営、技術者証発行等）
・CPDSに関する技士会に対する助成の実施
②　監理技術者講習の推進
・監理技術者講習の実施、講習に関する技士会に対する
助成の実施

③　JCMセミナーの推進
・JCMセミナーの推進の実施
・DVDによるJCMセミナーの試験的な実施

盪 県等技士会の実施する技術研修及び現場見学会に対する
支援
①　講習・研修テキストの提供・紹介
②　講習・研修の講師及び現場見学地の紹介
蘯 土木施工管理技術論文の募集・表彰・及びその活用

２．土木施工管理技士の社会的地位の向上
盧 技士・技士会等の表彰事業の実施
盪 土木施工管理技士会倫理要綱の周知・広報
蘯 組織拡充のための活動

貸借対照表総括表（案）
平成22年３月31日現在

（単位：円）

特別一般合計
科　　　　　目

前年度当年度前年度当年度前年度当年度

Ⅰ．資産の部
１．流動資産

73,428180,49426,548143,60199,976324,095現金
10,851,15314,471,25836,791,96519,666,22547,643,11834,137,483預金

0001,362,00001,362,000未収会費
7,942,170263,0820119,5007,942,170382,582未収金
5,728,8733,956,81983,24005,812,1133,956,819在庫品（図書）
350,0001,002,72000350,0001,002,720前払金

0038,480,40935,624,93438,480,40935,624,934特別会計仮払金
000000一般会計仮払金

24,945,62419,874,37375,382,16256,916,260100,327,78676,790,633流動資産計
２．固定資産

1,219,500578,20017,284,76512,503,00018,504,26513,081,200退職給与引当資産
0075,000,00075,225,00075,000,00075,225,000財務安定化基金
0039,446,90980,561,20939,446,90980,561,209特定費用準備資金（CPDS）
0074,155,259114,410,96974,155,259114,410,969特定費用準備資金（システム開発）
00892,4411,005,952892,4411,005,952什器備品
00335,695335,695335,695335,695電話加入権
005,738,6886,518,6885,738,6886,518,688敷金

6,698,5635,453,00125,468,24336,474,94932,166,80641,927,950無形固定資産（システム開発費）
7,918,0636,031,201238,322,000327,035,462246,240,063333,066,663固定資産計
32,863,68725,905,574313,704,162383,951,722346,567,849409,857,296資産合計

Ⅱ．負債の部
１．流動負債

0008,841,90008,841,900未払金
0017,711,60013,014,50017,711,60013,014,500前受金

178,25961,883667,139869,936845,398931,819預り金
70,00070,0000070,00070,000未払法人税等
519,003512,6243,779,5971,570,3764,298,6002,083,000未払消費税等

38,480,40935,624,9340038,480,40935,624,934一般会計仮受金
39,247,67136,269,44122,158,33624,296,71261,406,00760,566,153流動負債計

２．固定負債
1,219,500578,20017,284,76512,503,00018,504,26513,081,200退職給与引当金

0010,000,00010,000,00010,000,00010,000,000CPDS準備資金引当金
1,219,500578,20027,284,76522,503,00028,504,26523,081,200固定負債計
40,467,17136,847,64149,443,10146,799,71289,910,27283,647,353負債合計

Ⅲ．正味財産の部
△7,603,484△10,942,067264,261,061337,152,010256,657,577326,209,943一般正味財産
1,219,500578,200205,886,933282,700,178207,106,433283,278,378（うち特定資産への充当額）
△7,603,484△10,942,067264,261,061337,152,010256,657,577326,209,943正味財産合計
32,863,68725,905,574313,704,162383,951,722346,567,849409,857,296負債及び正味財産合計

平成22年事業計画
平成22年４月１日～平成23年３月31日
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３．土木施工管理技士の業務の進歩及び改善に関する調査研究
盧 継続学習制度の効果の研究

４．土木施工管理技士に関する制度の普及及び協力
盧 国土交通省との意見交換会
盪 ブロック毎の国土交通省・県などとの意見交換会
蘯 県との意見交換会での技士会に対する助成の実施

５．本会の目的達成に必要な業務の受託
盧 工事事故情報管理検討業務（SASセンターの運営）

６．土木施工管理技術に関する情報の収集及び提供
盧 会誌「JCMマンスリーレポート」の発行
盪 ホームページによる情報提供
蘯 土木施工管理技術に関する図書の発行
①（既）指定技術講習用テキスト（３分冊）（平成21年版）
②（既）土木工事写真の手引き（平成22年度改訂予定）
③（既）土木工事安全施工技術指針の解説（平成13年版）
22年度改訂予定
④（既）良いコンクリートを打つための要点　改訂７版
（平成18年度）
⑤（既）「人」から見た事故防止・建設現場のヒューマンエ
ラー（平成12年版）改訂検討
⑥（既）平成21年度土木施工管理技士に関するアンケート
結果（平成21年度版）

⑦（既）仮設構造物の設計（土留工）（平成18年版）
⑧（既）土木施工管理技士が知っておくべき公共工事検査
⑨（新）土木工事安全施工技術指針（平成21年度）
⑩（新）第15回土木施工管理技術論文集（平成22年度版）
発行予定
⑪（新）監理技術者講習テキスト改訂３版（平成21年版）
改訂予定
⑫（新）現場の失敗　発行検討
盻 CPDSに関する情報発信
眈 監理技術者講習に関する情報発信
眇 工事事故情報管理システム（SASセンター）の管理運営
眄 関係機関設置の委員会への参加・協力
① 建設工事事故対策検討委員会　譛国土技術研究センター
②　継続教育実行委員会　譖土木学会
③　建設系CPD協議会

７．土木施工管理技士に関する国際交流、その他必要な事業
盧 国内他団体との情報交換

８．公益法人改革に対する適切な対処
盧 社団法人の種別・中長期計画の検討
盪 定款変更の検討

収支予算書総括表（案）
平成22年４月１日から平成23年３月31日まで

（単位：円）

備　　　　考特別会計一般会計合　　　計科　　　　　目
Ⅰ．事業活動の部
１．事業活動収入

0100,000100,000入会金収入
093,903,00093,903,000会費収入

14,000,000014,000,000事業収入
0162,480,000162,480,000技術研修収入
03,800,0003,800,000研究発表収入
0900,000900,000広告料収入

100,000100,000200,000雑収入
14,100,000261,283,000275,383,000事業活動収入合計

２．事業活動支出
14,000,000126,714,000140,714,000事業費
15,959,00071,126,00087,085,000管理費　
29,959,000197,840,000227,799,000事業活動支出合計

△15,859,00063,443,00047,584,000事業活動収支差額

Ⅱ．投資活動の部
000１．投資活動収入

579,00045,573,00046,152,000２．投資活動支出
△579,000△45,573,000△46,152,000投資活動収支差額

Ⅲ．財務活動の部
000１．財務活動収入
000２．財務活動支出
000財務活動収支差額

100,000900,0001,000,000Ⅳ．予備費支出

14,100,000261,283,000275,383,000当期収入合計
30,638,000244,313,000274,951,000当期支出合計

△16,538,00016,970,000432,000当期収支差額

収支計算書に対する注記
・本書は、平成17年３月23日の「公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申し合わせ」に
準拠している。
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表彰者名簿

表　彰　事　業

一、正会員
（表彰規程第２条）

長野県土木施工管理技士会

譖静岡県土木施工管理技士会

譖鳥取県土木施工管理技士会

譖高知県土木施工管理技士会

一、土木施工管理技士会の会長
（表彰規程第３条－基準２の盪のイ）

山田　壽久　　譖静岡県土木施工管理技士会

一、土木施工管理技士会の役員
（表彰規程第３条－基準２の盪のロ）

盛永　孝之　　譖北海道土木施工管理技士会

細谷地平八　　譖北海道土木施工管理技士会

南　直之進　　青森県土木施工管理技士会

村田　秀彦　　宮城県土木施工管理技士会

大沼　武且　　秋田県土木施工管理技士会

水上　正男　　埼玉県土木施工管理技士会

西尾　　誠　　千葉県土木施工管理技士会

小松　秀樹　　長野県土木施工管理技士会

高橋　政徳　　新潟県土木施工管理技士会

藤井　秀之　　富山県土木施工管理技士会

門寺　　巧　　石川県土木施工管理技士会

前田　重宏　　岐阜県土木施工管理技士会

土屋　順一　　譖静岡県土木施工管理技士会

大谷　正一　　福井県土木施工管理技士会

信田　芳明　　京都府土木施工管理技士会

小野澤　潔　　譖北海道土木施工管理技士会

磯田　憲生　　譖北海道土木施工管理技士会

乗田　伸一　　青森県土木施工管理技士会

佐山　一郎　　宮城県土木施工管理技士会

伊藤　俊悦　　秋田県土木施工管理技士会

野口　和明　　群馬県土木施工管理技士会

須藤　富雄　　埼玉県土木施工管理技士会

桑原　　誠　　山梨県土木施工管理技士会

藤田　直也　　新潟県土木施工管理技士会

大島　竹勝　　新潟県土木施工管理技士会

笹岡　義則　　富山県土木施工管理技士会

久保田一成　　岐阜県土木施工管理技士会

植松　盛雄　　譖静岡県土木施工管理技士会

岩田　直哉　　三重県土木施工管理技士会

今井　　守　　京都府土木施工管理技士会

水田　友樹　　兵庫県土木施工管理技士会

小川宮太郎　　和歌山県土木施工管理技士会

大柄　　司　　譖鳥取県土木施工管理技士会

渡部　國雄　　島根県土木施工管理技士会

平山　孝夫　　広島県土木施工管理技士会

小松謙二郎　　山口県土木施工管理技士会

安達　公嗣　　徳島県土木施工管理技士会

松本　紘一　　香川県土木施工管理技士会

藤本　達郎　　愛媛県土木施工管理技士会

嶋闢 勝昭　　譖高知県土木施工管理技士会

増山　富博　　長崎県土木施工管理技士会

前川　浩志　　熊本県土木施工管理技士会

安永　和利　　大分県土木施工管理技士会

矢追　盛賢　　奈良県土木施工管理技士会

松原　 保　　和歌山県土木施工管理技士会

小倉　佳美　　譖鳥取県土木施工管理技士会

福間　久八　　島根県土木施工管理技士会

藤井　博昭　　広島県土木施工管理技士会

前田　吉信　　山口県土木施工管理技士会

藤原　功久　　徳島県土木施工管理技士会

闍橋　正旺　　愛媛県土木施工管理技士会

岩市　卓雄　　譖高知県土木施工管理技士会

梅野　和彦　　長崎県土木施工管理技士会

堀田　信治　　熊本県土木施工管理技士会

麻植　義雄　　大分県土木施工管理技士会

田村　　努　　宮崎県土木施工管理技士会

一、土木施工管理技士会の職員
（表彰規程第３条－基準２の盪のハ）

藤根　記子　　譖岩手県土木施工管理技士会

加藤小百合　　秋田県土木施工管理技士会

荒木　孝彦　　群馬県土木施工管理技士会

森田　浩文　　島根県土木施工管理技士会

岩倉加代子　　広島県土木施工管理技士会

片岡　順子　　広島県土木施工管理技士会

中倉由紀江　　徳島県土木施工管理技士会

田中丸孝子　　佐賀県土木施工管理技士会

地頭所尊文　　長崎県土木施工管理技士会

市来　照男　　宮崎県土木施工管理技士会

戸沢志津子　　秋田県土木施工管理技士会

円谷　次夫　　福島県土木施工管理技士会

白井　　寛　　神奈川県土木施工管理技士会

松浦　孝吉　　島根県土木施工管理技士会

竹下ゆかり　　広島県土木施工管理技士会

西川　美紀　　徳島県土木施工管理技士会

有田　元士　　譖高知県土木施工管理技士会

遠藤　恵子　　佐賀県土木施工管理技士会

尾上ひろみ　　長崎県土木施工管理技士会

日高　哲也　　宮崎県土木施工管理技士会
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一、優良工事従事技術者
（表彰規程第４条第２項）

加本　雅美　　島根県土木施工管理技士会

佐々木祥至　　岡山県土木施工管理技士会

板倉　雅城　　広島県土木施工管理技士会

田川　　明　　広島県土木施工管理技士会

小川　治彦　　山口県土木施工管理技士会

福田　一郎　　山口県土木施工管理技士会

黒川　吉則　　徳島県土木施工管理技士会

多田　真二　　香川県土木施工管理技士会

松木　則光　　愛媛県土木施工管理技士会

久岡　和展　　譖高知県土木施工管理技士会

浦岡　征右　　譖高知県土木施工管理技士会

田原　享介　　長崎県土木施工管理技士会

立川真一郎　　熊本県土木施工管理技士会

久保田高司　　大分県土木施工管理技士会

中尾　建治　　宮崎県土木施工管理技士会

津田　兼児　　宮崎県土木施工管理技士会

與座　嘉勝　　沖縄県土木施工管理技士会

佐藤　智実　　日本橋梁建設土木施工管理技士会

元川　貴文　　日本橋梁建設土木施工管理技士会

菅谷　文成　　島根県土木施工管理技士会

松村健一郎　　岡山県土木施工管理技士会

大段　秀治　　広島県土木施工管理技士会

村竹　敏彦　　広島県土木施工管理技士会

岡崎　実典　　山口県土木施工管理技士会

松尾　有二　　徳島県土木施工管理技士会

東滝　大和　　香川県土木施工管理技士会

菅　　　勝　　愛媛県土木施工管理技士会

稲本　孝好　　愛媛県土木施工管理技士会

白川　　剛　　譖高知県土木施工管理技士会

本田貞四郎　　長崎県土木施工管理技士会

木下　博文　　長崎県土木施工管理技士会

國本　雅宏　　熊本県土木施工管理技士会

弦本　　努　　大分県土木施工管理技士会

花房　輝政　　宮崎県土木施工管理技士会

池原　清雄　　沖縄県土木施工管理技士会

笹倉　健司　　日本橋梁建設土木施工管理技士会

冨田　隆史　　日本橋梁建設土木施工管理技士会

一、特別の功労者
（表彰規程第５条）

十河　茂幸　　譖北海道土木施工管理技士会

高橋　英樹　　譖北海道土木施工管理技士会

宮川　　智　　譖北海道土木施工管理技士会

武内　隆典　　譖北海道土木施工管理技士会

宮本　裕一　　譖北海道土木施工管理技士会

竹越　仁志　　青森県土木施工管理技士会

安部　成章　　譖岩手県土木施工管理技士会

村上　勝哉　　宮城県土木施工管理技士会

村上　幸二　　秋田県土木施工管理技士会

渡部　弘和　　福島県土木施工管理技士会

小林　利光　　群馬県土木施工管理技士会

藤牧　和夫　　埼玉県土木施工管理技士会

内野　寿男　　東京土木施工管理技士会

渡辺　幸喜　　東京土木施工管理技士会

原　喜朗　　山梨県土木施工管理技士会

畑　　一成　　長野県土木施工管理技士会

鎌倉　　康　　長野県土木施工管理技士会

相田　晋司　　新潟県土木施工管理技士会

清野　英喜　　新潟県土木施工管理技士会

古川　　智　　富山県土木施工管理技士会

葛谷　康弘　　岐阜県土木施工管理技士会

二村　康孝　　岐阜県土木施工管理技士会

木内　寿英　　譖静岡県土木施工管理技士会

山下　淳一　　愛知県土木施工管理技士会

前田　敏和　　三重県土木施工管理技士会

関根　俊等　　福井県土木施工管理技士会

山田　義正　　滋賀県土木施工管理技士会

神山　俊樹　　兵庫県土木施工管理技士会

吉田　哲史　　譖鳥取県土木施工管理技士会

木村　俊幸　　譖北海道土木施工管理技士会

日沖　哲也　　譖北海道土木施工管理技士会

鈴木　　淳　　譖北海道土木施工管理技士会

千葉　紀雄　　青森県土木施工管理技士会

伊藤　裕治　　譖岩手県土木施工管理技士会

寺島　平治　　宮城県土木施工管理技士会

小林　　正　　秋田県土木施工管理技士会

佐々木秀一　　福島県土木施工管理技士会

北岡　隆史　　栃木県土木施工管理技士会

戸井　祐樹　　埼玉県土木施工管理技士会

鈴木　　篤　　千葉県土木施工管理技士会

梶山　雅生　　東京土木施工管理技士会

永井　一志　　神奈川県土木施工管理技士会

篠原　　久　　山梨県土木施工管理技士会

大前　博之　　長野県土木施工管理技士会

山田登喜夫　　新潟県土木施工管理技士会

多田　智行　　新潟県土木施工管理技士会

竹島　健児　　富山県土木施工管理技士会

坂田　親紀　　石川県土木施工管理技士会

森島　弘雄　　岐阜県土木施工管理技士会

横山　　和　　譖静岡県土木施工管理技士会

望月　隆徳　　譖静岡県土木施工管理技士会

林　　政男　　愛知県土木施工管理技士会

松本　晋一　　三重県土木施工管理技士会

谷根　規之　　福井県土木施工管理技士会

紙野　光彦　　兵庫県土木施工管理技士会

西中　淳一　　譖鳥取県土木施工管理技士会

小田原茂樹　　島根県土木施工管理技士会


